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道州制推進基本法案（骨子案）について（回答） 

 
 昨年は御多忙のところ、当本部が作成した道州制推進基本法案（骨子案）の

修正案について御意見を賜り、誠にありがとうございました。 
 頂いた御意見を参酌し、骨子案について更に一部修正をしたので、添付しま

した。今後は党内の会議において地方六団体の御意見を報告し、更に与党調整

等を行った上で、道州制推進基本法案を国会へ提出する方向で、引き続き、努

力をしてまいります。 
 なお、貴会を含めた地方六団体の御意見を別添のとおり簡単にまとめたので、

参考までに併せて送付します。 
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道州制推進基本法案（骨子案）に対する地方六団体の意見の概要 

【全国知事会】 

・本会が基本法案の内容として盛り込むことを求めている道州制の根幹に関わる事項、すな

わち、具体的な道州制の理念や姿、道州の自治立法権と国会の立法権の範囲、道州制にお

ける基礎自治体の在り方や住民自治を確保するための方策、道州と国が十分に機能を発揮

できる税財源の確保などについては、依然として道州制国民会議に丸投げされている。こ

れらの事項について、基本法案に明確に反映されたい。 

【全国都道府県議会議長会】 

・現時点で、骨子案について、本会として集約された意見はない。 

【全国市長会】 

・いまだ国、道州、基礎自治体の新たな事務分担や財源配分、税制や財政調整等の基本的考

え方、道州と基礎自治体との基本的な関係が明らかにされず、基礎自治体の権能拡大に伴

い市町村合併が前提となることへの懸念や、地方分権改革が停滞することへの懸念が払し

ょくされるに至っていない。 

・都市自治体は、地方分権推進のため、大変な苦労を伴いながらも、市町村合併を行ってき

た。しかしながら、地方分権は、土地利用に関する権限移譲など、いまだに我々が重要事

項として求めているものが実現されず、道半ばの状況である。道州制の議論にかかわらず、

我々の声をよく聞いて地方分権改革を推進すべきである。 

・道州制の導入が地域の活力の向上に寄与し、国民の福祉の向上に繋がるかなど、広く国民

の意向を把握し、十分な検討を行うべきである。 

【全国市議会議長会】 

・基本的な考え方としては、５月８日の意見交換の際の当時の会長の発言要旨のとおりであ

る（各市の意見は様々であり、道州制については、拙速に結論を求めることがないよう、

慎重に進めてほしいなど。）。 

・最新の骨子案について、特段の意見は、現段階においてはない。 

【全国町村会】 

・道州制の導入そのものに反対している。 

・最新の骨子案でも、総則の趣旨において「道州制の導入の在り方について具体的な検討に

着手するため」とされ、また、道州制推進本部の所掌事務において「道州制に関する企画

及び立案、施策の実施の推進」とされ、さらに、必要な措置の部分において「道州制に関

する国民的な議論を踏まえ、速やかに、法案の整備その他の必要な措置を講ずるものとす

る」とされているなど、基本法案は道州制導入を前提にしていると言わざるを得ない。 

・最新の骨子案でも、「基礎自治体」という用語を使用するなど、市町村合併を前提としてい

ると受け止めざるを得ない。 

・平成の大合併を終え、各地域がどのような状況に置かれているかをしっかり把握するなど

合併の検証を行い、これらを踏まえて道州制の必要性自体を、まず議論すべきである。 

【全国町村議会議長会】 

・道州制の導入に、一貫して反対してきた。 

・修正がなされたとはいえ、道州制の導入を前提とするものであることから、骨子案を受け

入れることは到底できない。 

・道州制の導入の議論の前に、地方分権改革を更に前進させるべきである。 
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道州制推進基本法案（骨子案） 

 

平成２６年２月１８日 

 

 地方の時代と言われて、既に相当の年月が経過している。しかしながら、地方分権の推進

は、現在の地方自治の仕組みの下では、ほぼ限界に達していると考えられる。依然として中

央集権と国依存型の統治構造が維持され、東京一極集中と地方の過疎化が進んでいる。こう

した中、現在の我が国は、経済・社会の国際化、本格的な少子高齢・人口減少社会の到来な

どの様々な課題に直面し、国と地方の財政は極めて厳しい状況にある。 

 国は、外交、防衛や真に全国的な視点に立って行わなければならない社会保障や教育の根

幹など本来の国の役割により重点を移すべきである。一方で、これ以外の役割は、住民に身

近な地方の責任において処理し、今一層の地方の主体性を確立していかなければならない。 

また、世界市場における国際競争が激化する中で、我が国が国際社会において確固たる地

位を占め続けるためには、各地域が自らの判断でそれぞれの強みを発揮し、国際的な競争力

を高めていかなければならない。そのためには、より広域でより力の蓄積のあるこれまでと

は次元の異なる地方自治の主体を構築することにより、地域の活力を創出し、国全体の更な

る活力と競争力を生み出していく必要がある。それが道州である。 

 道州は、地域の経営主体として、経済成長を担い、雇用を確保し、地方圏への人口の流れ

を創出するなどにより時代の変化に対応する力を生み出していかなければならない。基礎自

治体は、住民に身近な地方公共団体として、行政サービスを地域住民の自治を基盤として提

供していかなければならない。新しい時代を切り拓いていくためには、新しい国のかたちを

作り上げることにより、国と地方両方の機能を強化し、国民の期待に応えることが、今求め

られている。 

 もとより道州制の導入は国、都道府県、市町村の全てを通じた大きな統治構造の改革であ

り、その実現には国民の合意と協力が必要である。そこで、まず道州制の全体像を国民に提

示し、地方や各分野における意見を十分に踏まえ、国民的な議論を開始する必要がある。そ

の上で、道州制の導入について、国会において適切な結論を得るものとする。 

 ここに、道州制の在り方について、具体的な検討を開始するため、この法律を制定する。 

 

第１ 総則 

１ 趣旨 

   この法律は、道州制の在り方について具体的な検討を開始するため、その基本的方向

及び手続を定めるものとする。 

 

２ 定義 

 ① 道州 

   「道州」は、道又は州をその名称の一部とし、一の都道府県の区域より広い区域（地

理的条件等を踏まえ一の都道府県の区域をその区域とすることが適当と認められる

場合にあっては、当該一の都道府県の区域）をその区域として設置され、基礎自治体

を包括する広域的な地方公共団体であって、国及び都道府県から移譲承継された事務

を処理するものをいう。 

 ② 基礎自治体 
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   「基礎自治体」は、市町村の事務及び都道府県から移譲承継された事務を処理する

基礎的な地方公共団体をいう。 

 ③ 道州制  

   「道州制」は、道州及び基礎自治体で構成される地方自治制度をいう。 

 

３ 基本理念 

  道州制の在り方の検討は、次に掲げる事項を基本理念として行われなければならない。 

 ① 国の役割及び機能の改革の方向性を明らかにすること。 

② 国と地方公共団体との役割分担を見直し、道州及び基礎自治体を中心とした多様性、

独自性を発揮し得る地方分権体制を構築すること。 

 ③ 国の事務を国家の存立の根幹に関わるもの、国家的危機管理その他国民の生命、身

体及び財産の保護に国の関与が必要なもの、国民経済の基盤整備に関するもの並びに

真に全国的な視点に立って行わなければならないものに極力限定し、国家機能の集約

及び強化を図ること。 

④ ③に規定する事務以外の国の事務については、国から道州へ広く権限を移譲し、道

州は、従来の国家機能の一部を担い、国際競争力を有する地域経営の主体として構築

すること。 

⑤ 基礎自治体は、住民に身近な地方公共団体として、都道府県及び市町村の権限をお

おむね併せ持ち、住民に直接関わる事務について自ら考え、かつ、自ら実践すること

ができる主体とすること。 

 ⑥ 国及び地方公共団体の組織を簡素化し、国と地方を通じた徹底した行政改革を行う

こと。 

 ⑦ 東京一極集中を是正し、多様で活力ある地方経済圏を創出することにより、国全体

の更なる活力と競争力を生み出すようにすること。 

 

 ４ 道州制の基本的な方向 

  道州制についての検討に当たっては、次に掲げる基本的な方向に沿って行われなけれ

ばならない。 

 ① 都道府県に代わる新たな広域的な地方公共団体として、全国の区域を分けて道州を

設置すること。ただし、都の在り方については、道州制国民会議において、その首都

としての機能の観点から総合的に検討するものとする。 

 ② 道州は、国及び都道府県から移譲承継された事務を処理するものとすること。 

 ③ 基礎自治体は、市町村の事務を処理するとともに、都道府県から移譲承継された住

民に身近な事務を処理するものとすること。 

④ 道州は、基礎自治体における地域コミュニティの維持及び発展が可能となるよう配

慮するものとすること。 

 ⑤ 道州及び基礎自治体の議会の議員及び長は、住民が直接選挙すること。 

 ⑥ 道州の事務に関する国の立法は必要最小限のものに限定するとともに、道州の自主

性及び自立性が十分に発揮されるよう自治立法権限の拡充を図ること。 

 ⑦ 国の行政機関は、地方支分部局を含め、再編若しくは合理化をし、又は道州へ移譲

するとともに、道州及び基礎自治体の事務に関する国の関与は必要最小限のものとす

ること。 
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 ⑧ 道州及び基礎自治体の事務を適切に処理するため、安定的な地方税体系を構築し、

道州及び基礎自治体の役割に見合った税源を配分するとともに、税源の偏在を是正す

るため必要な財政調整制度を設けること。 

 

第２ 道州制推進本部 

１ 設置 

内閣に、道州制推進本部（以下「本部」という。）を置く。 

 

２ 所掌事務 

本部は、次に掲げる事務をつかさどる。 

ア 第３ １０①により道州制国民会議が行う調査審議に必要な各府省の協力に

関する総合調整に関すること。 

イ 第３ １１の答申を受けて各府省が行う検討に関する総合調整に関すること。 

ウ 道州制に関する調査及び関係団体との連絡調整に関すること。 

エ アからウまでに掲げるもののほか、法令の規定により本部に属させられた事

務 

 

３ 組織 

本部は、道州制推進本部長、道州制推進副本部長及び道州制推進本部員をもって組織

する。 

 

４ 道州制推進本部長 

① 本部の長は、道州制推進本部長（以下「本部長」という。）とし、内閣総理大臣を

もって充てる。 

② 本部長は、本部の事務を総括し、所部の職員を指揮監督する。 

 

５ 道州制推進副本部長 

① 本部に、道州制推進副本部長（以下「副本部長」という。）を置き、国務大臣をも 

って充てる。 

② 副本部長は、本部長の職務を助ける。 

 

６ 道州制推進本部員 

① 本部に、道州制推進本部員（②において「本部員」という。）を置く。 

② 本部員は、本部長及び副本部長以外の全ての国務大臣をもって充てる。 

 

７ 資料の提出その他の協力 

① 本部は、その所掌事務を遂行するため必要があると認めるときは、国の行政機関及

び地方公共団体の長に対して、資料の提出、意見の開陳、説明その他の必要な協力を

求めることができる。 

② 本部は、その所掌事務を遂行するため特に必要があると認めるときは、①に規定す

る者以外の者に対しても、必要な協力を依頼することができる。 
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８ 事務 

本部に関する事務は、内閣官房において処理し、命を受けて内閣官房副長官補が掌理

する。 

 

９ 主任の大臣 

本部に係る事項については、内閣法にいう主任の大臣は、内閣総理大臣とする。 

 

１０ 政令への委任 

この法律に定めるもののほか、本部に関し必要な事項は、政令で定める。 

 

第３ 道州制国民会議 

１ 設置 

  内閣府に、道州制国民会議を置く。 

 

２ 所掌事務 

  道州制国民会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 

  ア 内閣総理大臣の諮問に応じて道州制に関する重要事項を調査審議すること。 

  イ アの重要事項に関し、内閣総理大臣に意見を述べること。 

  ウ ア及びイに掲げるもののほか、法令の規定により道州制国民会議に属させられた

事務 

 

３ 組織 

 道州制国民会議は、委員３０人以内で組織する。 

 

４ 委員 

① 委員は、国会議員、地方公共団体の議会の議員及び長並びに優れた識見を有する者

のうちから、内閣総理大臣が任命する。 

 ② 委員は、非常勤とする。 

 

５ 会長及び副会長 

 ① 道州制国民会議に、会長及び副会長１人を置き、委員の互選によってこれを定める。 

 ② 会長は、会務を総理する。 

 ③ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その

職務を代理する。 

 

６ 専門委員 

  道州制国民会議に、専門の事項を調査審議するため必要があるときは、専門委員を置

くことができる。 

 

７ 部会 

  会長は、必要に応じ、道州制国民会議に部会を置き、その所掌事務を分掌させること

ができる。 
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８ 資料の提出その他の協力 

① 道州制国民会議は、その所掌事務を遂行するため必要があると認めるときは、国の

行政機関及び地方公共団体の長に対して、資料の提出、意見の開陳、説明その他の必

要な協力を求めることができる。 

② 道州制国民会議は、その所掌事務を遂行するため特に必要があると認めるときは、

①に規定する者以外の者に対しても、必要な協力を依頼することができる。 

 

９ 事務局 

 ① 道州制国民会議に、その事務を処理させるため、事務局を置く。 

 ② 事務局に、事務局長その他の職員を置く。 

 ③ 事務局長は、会長の命を受けて、局務を掌理する。 

 

１０ 道州制国民会議への諮問等 

① 内閣総理大臣は、道州制に関する重要事項を道州制国民会議に諮問しなければなら

ない。 

② ①の重要事項を例示すると、おおむね次のとおりである。 

   ア 道州の区域、事務所の位置その他道州の設置に関すること。 

   イ 国、道州及び基礎自治体の事務の分担に関すること。 

   ウ 国の行政機関の再編並びに国の道州及び基礎自治体への関与の在り方に関する

こと。 

   エ 国の立法権限並びに道州及び基礎自治体の自治立法権限並びにその相互関係に

関すること。 

   オ 道州及び基礎自治体の税制その他の財政制度並びに財政調整制度に関すること。 

   カ 道州及び基礎自治体の公務員制度並びに道州制の導入に伴う公務員の身分の変

更等に関すること。 

   キ 道州及び基礎自治体の議会の在り方及び長と議会との関係に関すること。 

   ク 道州及び基礎自治体の名称その他の組織に関すること。 

   ケ 基礎自治体間の事務の共同処理、道州による基礎自治体の事務の代行等基礎自治体

の事務の補完の在り方に関すること。 

   コ 基礎自治体における地域コミュニティの役割に関すること。 

   サ 首都及び大都市の在り方に関すること。 

   シ 都道府県の事務の道州及び基礎自治体への移譲承継手続その他道州制の導入に

伴い検討が必要な事項に関すること。 

③ 道州制国民会議は、必要があると認めるときは、都道府県及び市町村の意見を聴く

ものとする。 

 

１１ 答申 

  道州制国民会議は、１０①により諮問を受けたときは、当該諮問を受けた日から３年

以内に内閣総理大臣に答申をしなければならない。 

 

１２ 中間報告 



 

6 
 

  内閣総理大臣は、必要があると認めるときは、道州制国民会議に対し、中間報告を求

めることができる。 

 

１３ 国会への報告 

  内閣総理大臣は、１１の答申及び１２の中間報告を受けたときは、これを国会に報告

するものとする。 

 

 １４ 地方六団体との協議 

   政府は、道州制について地方六団体と協議を行い、その内容が道州制国民会議の調査

審議に適切に反映されるよう、配慮しなければならない。 

 

１５ 設置期限 

  道州制国民会議は、１１の答申をした日から起算して６月を経過する日まで置かれる

ものとする。 

 

 １６ 政令への委任 

  この法律に定めるもののほか、道州制国民会議に関し必要な事項は、政令で定める。 

 

第４ 必要な措置 

   政府は、第３ １１の答申があったときは、道州制に関する国民的な議論を踏まえ、

速やかに、法制の整備その他の必要な措置を講ずるものとする。 

 

第５ その他 

 ① この法律は、公布の日から起算して６月を超えない範囲内において政令で定める日

から施行する。ただし、②の規定は、公布の日から施行する。 

 ② 第３ ４による道州制国民会議の委員の任命のために必要な行為は、この法律の施

行前においても行うことができる。 

  ③ その他所要の規定の整備を行う。 
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道州制推進基本法案（骨子案） 

 

平成２６年２月１８日 

※ 赤字は平成25年10月30日版からの修文 

 

 地方の時代と言われて、既に相当の年月が経過している。しかしながら、地方分権の推進

は、現在の地方自治の仕組みの下では、ほぼ限界に達していると考えられる。依然として中

央集権と国依存型の統治構造が維持され、東京一極集中と地方の過疎化が進んでいる。こう

した中、現在の我が国は、経済・社会の国際化、本格的な少子高齢・人口減少社会の到来な

どの様々な課題に直面し、国と地方の財政状況は極めて厳しい状況にあるく、このままでは、

地方財政も更に厳しい局面に立たされることとなる。 

 国は、外交、防衛や真に全国的な視点に立って行わなければならない社会保障や教育の根

幹など本来の国の役割により重点を移すべきである。一方で、これ以外の役割は、住民に身

近な地方で判断し、行動できることは地方の責任において処理し、今一層の地方の主体性を

確立していかなければならない。 

また、世界市場における国際競争が激化する中で、我が国が国際社会において確固たる地

位を占め続けるためには、各地域が自らの判断でそれぞれの強みを発揮し、国際的な競争力

を高めていかなければならない。そのためには、より広域でより力の蓄積のあるこれまでと

は次元の異なる地方自治の主体を構築することにより、地域の活力を創出し、国全体の更な

る活力と競争力を生み出していく必要がある。それが道州である。 

 道州は、地域の経営主体として、経済成長を担い、雇用を確保し、地方圏への人口の流れ

を創出するなどにより時代の変化に対応する力を生み出していかなければならない。基礎自

治体は、住民に身近な地方公共団体として、行政サービスを地域住民の自治を基盤として提

供していかなければならない。新しい時代を切り拓いていくためには、新しい国のかたちを

作り上げることにより、国と地方両方の機能を強化し、国民の期待に応えることが、今求め

られている。 

 もとより道州制の導入は国、都道府県、市町村の全てを通じた大きな統治構造の改革であ

り、その実現には国民の合意と協力が必要である。そこで、まず道州制の全体像を国民に提

示し、地方や各分野における意見を十分に踏まえ、国民的な議論を開始する必要がある。そ

の上で、道州制の導入について、国会において適切な結論を得るものとする。 

 ここに、道州制の導入の在り方について、具体的な検討を開始するため、この法律を制定

する。 

 

第１ 総則 

１ 趣旨 

   この法律は、道州制の導入の在り方について具体的な検討を開始に着手するため、そ

の基本的方向及び手続を定めるものとする。 

 

２ 定義 

 ① 道州 

   「道州」は、道又は州をその名称の一部とし、一の都道府県の区域より広い区域（地

理的条件等を踏まえ一の都道府県の区域をその区域とすることが適当と認められる
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場合にあっては、当該一の都道府県の区域）をその区域として設置され、基礎自治体

を包括する広域的な地方公共団体であって、国及び都道府県から移譲承継された事務

を処理するものをいう。 

 ② 基礎自治体 

   「基礎自治体」は、市町村の事務及び都道府県から移譲承継された事務を処理する

基礎的な地方公共団体をいう。 

 ③ 道州制  

   「道州制」は、道州及び基礎自治体で構成される地方自治制度をいう。 

 

３ 基本理念 

  道州制の在り方の検討導入は、次に掲げる事項を基本理念として行われなければなら

ない。 

 ① 国の役割及び機能の改革の方向性を明らかにすること。 

② 国と地方公共団体との役割分担を見直し踏まえ、道州及び基礎自治体を中心とする

した多様性、独自性を発揮し得る地方分権体制を構築すること。 

 ③ 国の事務を国家の存立の根幹に関わるもの、国家的危機管理その他国民の生命、身

体及び財産の保護に国の関与が必要なもの、国民経済の基盤整備に関するもの並びに

真に全国的な視点に立って行わなければならないものに極力限定し、国家機能の集約

及び強化を図ること。 

④ ③に規定する事務以外の国の事務については、国から道州へ広く権限を移譲し、道

州は、従来の国家機能の一部を担い、国際競争力を有する地域経営の主体として構築

すること。 

⑤ 基礎自治体は、住民に身近な地方公共団体として、都道府県及び市町村の権限をお

おむね併せ持ち、住民に直接関わる事務について自ら考え、かつ、自ら実践すること

ができる主体とすること。 

 ⑥ 国及び地方公共団体の組織を簡素化し、国と地方を通じた徹底した行政改革を行う

こと。 

 ⑦ 東京一極集中を是正し、多様で活力ある地方経済圏を創出することにより、国全体

の更なる活力と競争力を生み出すし得るようにすること。 

 

 ４ 道州制の基本的な方向 

  道州制についての検討に当たっては、次に掲げる基本的な方向に沿って行われ制度化

されなければならない。 

 ① 都道府県に代わる新たな広域的な地方公共団体として、全国の区域を分けて道州を

設置すること。ただし、都の在り方については、道州制国民会議において、その首都

としての機能の観点から総合的に検討するものとする。 

 ② 道州は、国及び都道府県から移譲承継された事務を処理するものとすること。 

 ③ 基礎自治体は、市町村の事務を処理するとともに、都道府県から移譲承継された住

民に身近な事務を処理するものとすること。 

④ 道州は、基礎自治体における地域コミュニティの維持及び発展が可能となるよう配

慮するものとすること。 

 ⑤ 道州及び基礎自治体の議会の議員及び長は、住民が直接選挙すること。 
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 ⑥ 道州の事務に関する国の立法は必要最小限のものに限定するとともに、道州の自主

性及び自立性が十分に発揮されるよう自治立法権限の拡充を図ること。 

 ⑦ 国の行政機関は、地方支分部局を含め、再編若しくは合理化をし、又は道州へ移譲

するとともに、道州及び基礎自治体の事務に関する国の関与は必要最小限のものと極

力縮小すること。 

 ⑧ 道州及び基礎自治体の事務を適切に処理するため、安定的な地方税体系を構築し、

道州及び基礎自治体の役割に見合った税源を配分付与するとともに、税源の偏在を是

正するため必要な財政調整制度を設けること。 

 

第２ 道州制推進本部 

１ 設置 

内閣に、道州制推進本部（以下「本部」という。）を置く。 

 

２ 所掌事務 

本部は、次に掲げる事務をつかさどる。 

ア 第３ １０①により道州制国民会議が行う調査審議に必要な各府省の協力に

関する総合調整に関すること。道州制に関する企画及び立案並びに総合調整に

関すること。 

イ 第３ １１の答申を受けて各府省が行う検討に関する総合調整に関すること。

道州制に関する施策の実施の推進に関すること。 

ウ 道州制に関する調査及び関係団体との連絡調整に関すること。 

エウ アからウまで及びイに掲げるもののほか、法令の規定により本部に属させ

られた事務 

 

３ 組織 

本部は、道州制推進本部長、道州制推進副本部長及び道州制推進本部員をもって組織

する。 

 

４ 道州制推進本部長 

① 本部の長は、道州制推進本部長（以下「本部長」という。）とし、内閣総理大臣を

もって充てる。 

② 本部長は、本部の事務を総括し、所部の職員を指揮監督する。 

 

５ 道州制推進副本部長 

① 本部に、道州制推進副本部長（以下「副本部長」という。）を置き、国務大臣をも 

って充てる。 

② 副本部長は、本部長の職務を助ける。 

 

６ 道州制推進本部員 

① 本部に、道州制推進本部員（②において「本部員」という。）を置く。 

② 本部員は、本部長及び副本部長以外の全ての国務大臣をもって充てる。 
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７ 資料の提出その他の協力 

① 本部は、その所掌事務を遂行するため必要があると認めるときは、国の行政機関及

び地方公共団体の長に対して、資料の提出、意見の開陳、説明その他の必要な協力を

求めることができる。 

② 本部は、その所掌事務を遂行するため特に必要があると認めるときは、①に規定す

る者以外の者に対しても、必要な協力を依頼することができる。 

 

８ 事務局 

本部に関する事務は、内閣官房において処理し、命を受けて内閣官房副長官補が掌理

する。 

① 本部に、その事務を処理させるため、事務局を置く。 

② 事務局に、事務局長その他の職員を置く。 

③ 事務局長は、本部長の命を受けて、局務を掌理する。 

 

９ 主任の大臣 

本部に係る事項については、内閣法にいう主任の大臣は、内閣総理大臣とする。 

 

１０ 政令への委任 

この法律に定めるもののほか、本部に関し必要な事項は、政令で定める。 

 

第３ 道州制国民会議 

１ 設置 

  内閣府に、道州制国民会議を置く。 

 

２ 所掌事務 

  道州制国民会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 

  ア 内閣総理大臣の諮問に応じて道州制に関する重要事項を調査審議すること。 

  イ アの重要事項に関し、内閣総理大臣に意見を述べること。 

  ウ ア及びイに掲げるもののほか、法令の規定により道州制国民会議に属させられた

事務 

 

３ 組織 

 道州制国民会議は、委員３０人以内で組織する。 

 

４ 委員 

① 委員は、国会議員、地方公共団体の議会の議員及び長並びに優れた識見を有する者

のうちから、内閣総理大臣が任命する。 

 ② 委員は、非常勤とする。 

 

５ 会長及び副会長 

 ① 道州制国民会議に、会長及び副会長１人を置き、委員の互選によってこれを定める。 

 ② 会長は、会務を総理する。 
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 ③ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その

職務を代理する。 

 

６ 専門委員 

  道州制国民会議に、専門の事項を調査審議するため必要があるときは、専門委員を置

くことができる。 

 

７ 部会 

  会長は、必要に応じ、道州制国民会議に部会を置き、その所掌事務を分掌させること

ができる。 

 

８ 資料の提出その他の協力 

① 道州制国民会議は、その所掌事務を遂行するため必要があると認めるときは、国の

行政機関及び地方公共団体の長に対して、資料の提出、意見の開陳、説明その他の必

要な協力を求めることができる。 

② 道州制国民会議は、その所掌事務を遂行するため特に必要があると認めるときは、

①に規定する者以外の者に対しても、必要な協力を依頼することができる。 

 

９ 事務局 

 ① 道州制国民会議に、その事務を処理させるため、事務局を置く。 

 ② 事務局に、事務局長その他の職員を置く。 

 ③ 事務局長は、会長の命を受けて、局務を掌理する。 

 

１０ 道州制国民会議への諮問等 

① 内閣総理大臣は、道州制に関する重要事項を道州制国民会議に諮問しなければなら

ない。 

② ①の重要事項を例示すると、おおむね次のとおりである。 

   ア 道州の区域、事務所の位置その他道州の設置に関すること。 

   イ 国、道州及び基礎自治体の事務の分担に関すること。 

   ウ 国の行政機関の再編並びに国の道州及び基礎自治体への関与の在り方に関する

こと。 

   エ 国の立法権限並びに道州及び基礎自治体の自治立法権限並びにその相互関係に

関すること。 

   オ 道州及び基礎自治体の税制その他の財政制度並びに財政調整制度に関すること。 

   カ 道州及び基礎自治体の公務員制度並びに道州制の導入に伴う公務員の身分の変

更等に関すること。 

   キ 道州及び基礎自治体の議会の在り方及び長と議会との関係に関すること。 

   ク 道州及び基礎自治体の名称その他の組織に関すること。 

   ケ 基礎自治体間の事務の共同処理、道州による基礎自治体の事務の代行等基礎自治体

の事務の補完の在り方に関すること。 

   コ 基礎自治体における地域コミュニティの役割に関すること。 

   サ 首都及び大都市の在り方に関すること。 
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   シ 都道府県の事務の道州及び基礎自治体への移譲承継手続その他道州制の導入に

伴い検討が必要な事項に関すること。 

③ 道州制国民会議は、必要があると認めるときは、都道府県及び市町村の意見を聴く

ものとする。 

 

１１ 答申 

  道州制国民会議は、１０①により諮問を受けたときは、当該諮問を受けた日から３年

以内に内閣総理大臣に答申をしなければならない。 

 

１２ 中間報告 

  内閣総理大臣は、必要があると認めるときは、道州制国民会議に対し、中間報告を求

めることができる。 

 

１３ 国会への報告 

  内閣総理大臣は、１１の答申及び１２の中間報告を受けたときは、これを国会に報告

するものとする。 

 

 １４ 地方六団体との協議 

   政府は、道州制について地方六団体と協議を行い、その内容が道州制国民会議の調査

審議に適切に反映されるよう、配慮しなければならない。 

 

１５ 設置期限 

  道州制国民会議は、１１の答申をした日から起算して６月を経過する日まで置かれる

ものとする。 

 

 １６ 政令への委任 

  この法律に定めるもののほか、道州制国民会議に関し必要な事項は、政令で定める。 

 

第４ 必要な措置 

   政府は、第３ １１の答申があったときは、道州制に関する国民的な議論を踏まえ、

速やかに、法制の整備その他の必要な措置を講ずるものとする。 

 

第５ その他 

 ① この法律は、公布の日から起算して６月を超えない範囲内において政令で定める日

から施行する。ただし、②の規定は、公布の日から施行する。 

 ② 第３ ４による道州制国民会議の委員の任命のために必要な行為は、この法律の施

行前においても行うことができる。 

  ③ その他所要の規定の整備を行う。 

 


